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洗面・口腔ケア 妻により実施 × ×




































































状態観察 顔色不良　笑顔なし 訪問なし 顔色不良。目を開けず、
口が渇いていた。
洗面・口腔ケア 妻により実施 ×
検温 × 38.3° KT、血圧 96/74、
脈74、酸素血中濃度78％
尿 （＋）多
昨夜 22：00（＋）
Ｐ（＋）多
便 （－） （－）
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全身清拭 シャツ汚れ有、上半身清
拭し、着衣交換
尿もれのため、パジャマ
（下）交換
気づき ベッド横の折りたたみい
すに座ってもらう。二人
で抱えながら、起立して
みる。１分弱位足踏みを
する。ベッドに戻り、エ
ンシュアリキッドを飲ま
せるが、ストローで吸わ
ないので、「食べラック」
で飲んでもらう。80cc飲
む。
＊本事例の場合、この時
点での入院はなかった
が、関係機関との調整
に即座に入れるのも日
常的にかかわっている
からこそできるものと
思われる。
口をパクパクして、痛い
という。「頭？」と尋ね
ると、「うん」とうなずく。
「入院要」と考え、訪問
看護に電話をするも「酸
素 78%が心配だが、日
中水分を摂取しており、
クーリングして様子をみ
る」よう指示有。
アイソトニック飲料
150ccを側臥位にて飲む。
訪問者名 施設長・介護職員 施設長・介護職員
○ 23：00頃「夜間解熱せず、様子もおかしい」ということで、長男により救急車要請し、かかりつ
け病院へ搬送され、そのまま入院。
＊その場に応じて適切な助言とリスクの可能性についても丁寧な説明を行ったことにより、家族がそ
の説明をもとに救急車を要請した。
平成 25年５月６日（月）
　AM７：40　永眠（診断名：肺炎による多臓器不全）
事例雑感）
　いわゆる「ターミナル期」において、なぜ小規模多機能型居宅介護事業所がここまでか
かわらなければならないのかという疑問を感じる。しかしながらよくよく考えてみると、
ここに地域密着型サービスとしての小規模多機能居宅介護事業所が果たすべき役割が見え
てくるようにも感じる。なぜならば、もともと筆者は、以前から、医療・介護のサービス
の中で、訪問介護や小規模多機能型居宅介護にかかわる介護職員が、誰よりも利用者本人
やその家族のことを詳細に理解できる立場にいる専門職であることを訴えている。そうで
あるとすれば、利用者本人や家族としてもいわゆる隣近所、つまり、近隣に「通い」を中
心とした「訪問」、「泊まり」を組み合わせ、必要かつ柔軟に「臨機応変」に対応してくれ
る小規模多機能型居宅介護事業実施“施設”7があれば、そこを頼ってくることは当然な
流れになるだろうと確信する。少なくても、第一報は、小規模多機能型居宅介護事業所に
入ってくるだろう。それを受けて、小規模多機能型居宅介護事業所が医療機関をはじめと
した他機関へのつなぎも含め、利用者本人や家族の思いを理解し、どのように応えていけ
るのかがポイントになってくるだろう。
６．事例から見えてきたこと
①職員の更なる質の向上
　組織として、個人として、「資質向上」に努めていただきたい。具体的にはそれぞれの
課題があり、それに対応してくださればと考えるが、キーワードは、小規模多機能の特性
を活かした「臨機応変」（厚生労働省の文書には、「柔軟性」「継続性」と表現されているが）
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ではないかと考える。たとえば、本事例に出てきた「理容店への送迎」、「昼食のみで帰る
利用者への対応」など、これらを「余計なこと」と考えるか、「その人の QOLを高めるた
めに必要な対応か」と考えるか、また、「臨機応変」に対応できる職員個々の意識・チー
ムとしての体制があるのかによって、サービス提供の必然性・サービスの質が左右されて
いってしまうだろう。
　また、職員には、本事例のような経験を積み重ねていることに自信を持っていただきた
い。
②組織としての取り組み：職員が安心して質の高いサービスを提供できる環境づくり
　利用者の状況・状態に応じた臨機応変なサービス提供ができるためには、上記のような
職員のさらなる研鑚はもちろんであるが、法人のしっかりした理念に基づく、効率的・効
果的で質の高いサービスを提供するためには、法人組織として確固たる基盤を作らねばな
らない。本法人では、職場内では、「日々の申し送り」はもちろんのこと、「連絡ノートの
活用」、「月一回のスタッフ会議」、「職員相互の声の掛け合い」等で「情報共有の場」の確
保に努め、職員が一致した質の高いサービスを提供できるように組織としても留意してい
る。また、職員の研修参加にも積極的に支援を惜しんでいない。その研修成果を他の職員
に何らかの形で報告する機会を持つことも大切にしている。
　また、医療機関をはじめ、連携すべき機関・組織等とは連絡・協力体制を日常的に確認
し合っていることもあげておきたい。
③医療との連携
　医療者の方々にも、利用者にとってほぼ毎日状態を「看ている」一番身近にいる福祉専
門職の意見も「聴いて」いただきたい。そして、福祉専門職の方々も、自信を持って、自
分の把握している一番身近な事実を伝える“術”をもっていただきたいし、筆者もそのお
手伝いをしたいと考えている。
　しかしながら、医療機関ではないこの事業所単独でターミナル期を支えることには大き
な困難が伴う。そこで関係機関が連携・協働体制が不可欠となる。そのような事例も各地
で増え、2011年度介護保険法改正において、複合型サービスも創設された。もちろん、
連携していくためには、本人や家族の意思がどのようなものなのかを確認した上でのサー
ビス提供が不可欠であることは言うまでもない。
　在宅でのターミナル期における支援として、訪問看護サービスの重要性が指摘されると
ころであることは否定できないが、本事例のように、現実的には、利用者宅の何軒か先に
ある小規模多機能型居宅介護事業所が訪問看護事業所以上に利用者本人や家族と密接にか
かわっている。
　だからこそ、日頃の連携が必要になってくるが、本事例の場合は、フォーマルな担当者
会議はもちろんのこと、連絡帳の活用、必要即応の電話等の連絡体制などが行われた。
　以上の①〜③にまとめたことは、以前から実際の介護現場共通に指摘されていることで
はあるが、「業務多忙」などを理由として、なかなか円滑に実施されていない現実がある
中で、本法人は確実に行っていこうとの姿勢は忘れてはいない。
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７．まとめ
　本稿で用いた事例は、ターミナル期の利用者の事例を紹介したが、その目的は、医療依
存度の高い在宅高齢者が今後ますます増加していくと思われる中で、小規模多機能型居宅
介護の役割を広く考えていくためであった。筆者としては、平成 25年８月５日に発表さ
れた「社会保障制度改革国民会議報告書（ｐ 24）」における下記のことについて、小規模
多機能居宅介護事業所は多少なりとも関わり、大きく寄与するであろうと予想してのこと
でもある。
○地域全体で治し、支える「地域完結型」に変わらざるをえない。
○「ご当地医療」の必要性
　また、認知症ケアの一つの方法としての色合いが濃い小規模多機能型居宅介護ではある
が、認知症ケアに留まらず、在宅で暮らしていくすべての人が必要とあれば、活用できる
サービスの拠点として想定されるサービス形態であると考えたい。平成 25年 10月現在で、
全国で登録者約７万人、政府としては、平成 37年度には 40万人分の整備を目指している
という 8。
　ちなみに、厚生労働省では、次の介護保険法改正で小規模多機能型居宅介護について、
単身者や老老世帯を支えるヘルパーサービスの充実、地域住民にも支援できるような運営
基準の見直しなどについても検討するという。いわば、事業所が介護予防をはじめ、地域
のたまり場やボランティアの拠点としての機能を発揮するという役割を期待しているとい
うことだろう。
　Ｔ法人は、ＮＰＯ法人としての独自事業として、また、近隣地区との大切な“ご近所づ
きあい”として、すでにこれらの厚生労働省の動きを視野に入れ、前述の第 4項（「立ち
寄り処」・「サンデー集会処」・「Uサロン」・「ボランティアの受け入れ」・「地区センターで
の文化祭参加」・「自治会の防災訓練参加」ほか）で紹介した地域ぐるみの活動に取り組ん
でいるところである。
　そう考えると具体的な根拠資料をもっての介護報酬の適正配分、人員の適正配置等を国
等の行政に求めていくことが重要であり、事業所内の取り組みでは、サービスの質の確保
をはじめとして、ハード、ソフト両面についてのさらなる具体的な創意工夫がますます求
められてくる。本会としては、その対応を有効に行える体制、つまりさらなる財政基盤整
備のための NPO法人の会員増も大きな課題としてあげられる。そのためには、やはり、
地域住民とのかかわりの中でこれまで以上につながりを持っていくことが肝要である。
８．おわりに（反省と謝辞）
　本稿は、今後の小規模多機能型居宅介護のあり方を検討するものとして書きすすめたが、
現状把握で終わってしまった感は否めない。これは、謙虚に反省すべきこととしてしっか
りと振り返り、今後に進めていきたい。
　しかし、現状把握にとどまってしまったが、本法人自体の取り組みや紹介した事例は、
すべてにおいて、国としても求めていくであろう内容を、将来を見据え、すでに実践して
いるといえるものがほとんどだろう。これを継続し、さらに発展させていくことを考える
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べく、次の研究段階としては、サービスの質の面に特化して進めていきたい。
　最後になったが、本稿作成にあたり、NPO法人Ｔ会の理事長、宅老所Ｕ施設長、その
ほか、利用者、職員をはじめ、会にかかわってくださっている地域住民の皆様にいろいろ
なお話を伺うことができた。ここであらためて御礼申し上げたい。そして、Ｔ会や地域の
皆様が地域の問題を考え、創意工夫をしていくなかで、筆者も何らかのお手伝いをさせて
いただくことでこれから恩返しをしたいと考える。
９．参考文献
１） 白澤正和「地域包括ケアとケアマネジメント」『ケアマネジメント学　№ 12』一般社団法人日本ケア
マネジメント学会、2013年
２） 田中滋「介護政策の社会的位置づけと地域包括システム概念の進化」『ケアマネジメント学　№ 12』
一般社団法人日本ケアマネジメント学会、2013年
３） 山田圭子「地域包括支援センターの役割；事例を通して」『ケアマネジメント学　№ 12』一般社団法
人日本ケアマネジメント学会、2013年
４） 藤原佳典「認知機能の低下した独居の高齢者への地域包括システム」『ケアマネジメント学　№ 12』
一般社団法人日本ケアマネジメント学会、2013年
５） 佐藤美穂子「医療依存度が高い方への支援方法」『ケアマネジメント学　№ 12』一般社団法人日本ケ
アマネジメント学会、2013年
６） 矢野明宏「第４講　支援者・被災者家族として高齢者ケアを考える」武蔵野大学編『武蔵野市　平
成 24年度寄付講座　講義録　統一テーマ「安心・安全社会のために」』株式会社文伸、2013年
７） 「第 8回小規模多機能ケア全国セミナーｉｎひろしま実行委員会ほか編『活き・往く　暮らしを考え
る　小規模多機能ケア全国セミナー　実践者がつくる小規模多機能ケア④　39の実践』全国コミュ
ニティライフサポートセンター（CLC）、2012年
８） 『ゆたかなくらし（364　35-39）』本の泉社、2012年
９） 深澤美穂「小規模多機能型居宅介護で看取りケアを行う意義と課題：看取りに対応するための医療
との連携のあり方について」『ふれあいケア 18（3）』全国社会福祉協議会、2012年
10） 柴田範子「小規模多機能型居宅介護支援の可能性」『こころの科学（161）』日本評論社、2012年
11） 介護支援専門員テキスト編集委員会編『六訂　介護支援専門員テキスト』一般財団法人長寿社会開
発センター、2012年
12） 高橋誠一編『小規模多機能型居宅介護解説と運営の手引き』全国コミュニティライフサポートセン
ター（CLC）、2012年
13） 認知症ケアシリーズ①『マンガ　小規模多機能ケア－地域で　その人らしく　最後まで－』国コミュ
ニティライフサポートセンター（CLC）、2011年
14） 平野隆之・高橋誠一・奥田佑子『小規模多機能ケア　実践の理論と方法』全国コミュニティライフ
サポートセンター（CLC）、2007年
15） 根本博司・高倉節子・高橋幸三郎編『はじめて学ぶ人のための社会福祉調査法』中央法規出版、
2001年
16） 社会保障制度改革国民会議「社会保障制度改革国民会議報告書〜確かな社会保障を将来世代に伝え
るための道筋〜」2013年 8月 6日
17） 厚生労働省老健局「平成 23年度介護保険改正について（介護サービスの基盤強化のための介護保険
法等の一部を改正する法律）」厚生労働省ホームページ
今後の小規模多機能型居宅介護のあり方に関する一考察（矢野）
－ 57 －
注
１ NPO法人Ｔ会　パンフレットの記述による
２ その一例として、矢野明宏「第４講　支援者・被災者家族として高齢者ケアを考える」武蔵野大学
編『武蔵野市　平成 24年度寄付講座　講義録　統一テーマ「安心・安全社会のために」』株式会社
文伸、2013年　p.42「Ｄ地区高齢者見守りネットワーク活動に参加して」を参照願いたい。また、
このあたりは理事として関わらせていただいている筆者も実感しているところである。
３ NPO法人Ｔ会ニュース第 42号より
４ NPO法人Ｔ会ニュース第 38号より
５ 記録上「拒否」という表現ではあるが、利用者本人にとって具体的な理由があり、介護支援専門員
等と十分に話し合いを重ねたうえでサービス適用に至らなかった。
６ 介護保険法で定められている介護支援専門員（ケアマネジャー）のことである。小規模多機能型居
宅介護事業所の介護支援専門員は、当該事業所の利用者に対して、①居宅サービス計画の作成、②サー
ビスの利用に関する市町村への届出の代行、③具体的なサービス内容等を記載した小規模多機能型
居宅介護計画の作成等を行う。
７ 介護保険法において、小規模多機能型居宅介護のサービスは在宅サービスであるが、「通い」「泊まり」
の機能を持っているので、住民からは施設という認識を持たれていることも少なくないので“施設”
と表記してあることをお許し願いたい。
８ 産経新聞朝刊　高齢者の技術・能力を生かす「小規模多機能型居宅介護」　2013.10.14
